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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第３四半期累計期間
第82期

第３四半期累計期間
第81期

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年９月30日

自　2022年１月１日
至　2022年９月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

売上高 （千円） 23,670,619 24,785,095 32,438,490

経常利益（△損失） （千円） △17,096 1,448,886 485,725

四半期（当期）純利益（△損失） （千円） △37,080 935,494 329,022

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 3,335,500 3,335,500 3,335,500

発行済株式総数 （株） 12,662,100 12,662,100 12,662,100

純資産額 （千円） 6,409,734 7,652,798 6,779,172

総資産額 （千円） 18,672,117 20,838,019 19,084,902

１株当たり四半期（当期）純利益

（△損失）
（円） △3.02 76.09 26.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 6.00

自己資本比率 （％） 34.3 36.7 35.5

 

回次
第81期

第３四半期会計期間
第82期

第３四半期会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益（△損失） （円） △2.57 37.71

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大による事業への影響については、今後の推移状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており

ます。これにより、売上高については前年同期比（％）を記載しておりません。詳細は、「第４　経理の状況　１　

四半期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の第７波の影響を受けつつも、様々

な制限が緩和され、ウイズコロナへと移行しつつあります。一方、ウクライナ情勢の長期化による原油、原材料

価格の高騰や世界的な金融引き締めによる急激な為替変動等、先行きは依然として厳しい状況が続いておりま

す。

インテリア業界におきましては、重要な指標である新設住宅着工戸数は、前年対比で不安定に推移しており、

また原材料価格の高騰等の影響が顕在化しており、先行きは予断を許さない状況となっております。

当社は、2021年12月期から2023年12月期までの中期経営計画「ＤａａＳ（ダース）」を策定し、新たなビジネ

スチャンスの取り込みと、事業構造の変革に取り組んでおります。

この様な環境のもとで、当社の売上高は24,785百万円、営業利益は1,477百万円（前年同期は営業利益22百万

円）、経常利益は1,448百万円（前年同期は経常損失17百万円）、四半期純利益は935百万円（前年同期は四半期

純損失37百万円）となりました。

セグメント別の業績は以下のとおりであります。

インテリア事業

壁装材は５月に住宅・非住宅、新築・リフォーム・リノベーション全ての物件に向けた準不燃・不燃ビニル壁

紙の壁装材見本帳“ライト”を発行、床材は、２月にキッチンや洗面所などの水廻りや、賃貸住宅など様々なス

ペースにお使いいただける床材見本帳“クッションフロア”を発行した他、壁装材見本帳“Ｖ－ウォール”、

“ウィル”、“らくらくリフォームプレミアム”、カーテン見本帳“アンドタイム”、“サーラ”、床材見本帳

“エルワイタイル”等を増冊発行し拡販に努めた結果、売上高は20,395百万円となり、セグメント利益は1,480

百万円（前年同期はセグメント利益36百万円）となりました。

スペースソリューション事業

顧客企業のリニューアル、リノベーション需要の取り込み、ニューノーマルに対応したオフィス空間の提案な

ど顧客企業に対するより細やかなサービスの提供に努めた結果、オフィスにおける働き方変革に伴う需要は堅調

だったものの、第１四半期会計期間に計上した工事損失の影響により、売上高は4,389百万円、セグメント損失

は3百万円（前年同期はセグメント損失は14百万円）となりました。

 

②　財政状態の状況

当第３四半期会計期間末の総資産は前事業年度末比1,753百万円増の20,838百万円となりました。

流動資産は前事業年度末比1,665百万円増の16,834百万円となりました。これは現金及び預金の減少（1,214百

万円）等の減少要因はありましたが、主に電子記録債権の増加（1,711百万円）、商品の増加（615百万円）によ

るものであります。固定資産は前事業年度末比87百万円増の4,003百万円となりました。

負債総額は前事業年度末比879百万円増の13,185百万円となりました。流動負債は前事業年度末比1,094百万円

増の11,853百万円となりました。これは主に未払法人税等の増加（369百万円）、賞与引当金の増加（287百万

円）、短期借入金の増加（237百万円）によるものであります。固定負債は前事業年度末比215百万円減の1,331

百万円となりました。これは主に長期借入金の減少（200百万円）によるものであります。

純資産は前事業年度末比873百万円増の7,652百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加（861百万

円）によるものであります。なお、自己資本比率は36.7％となりました。
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(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(4）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,000,000

計 41,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,662,100 12,662,100
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 12,662,100 12,662,100 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 12,662,100 － 3,335,500 － 2,362,793

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日である2022年６月30日の株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 367,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,290,700 122,907 －

単元未満株式 普通株式 4,300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  12,662,100 － －

総株主の議決権  － 122,907 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が53株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

リリカラ株式会社

東京都新宿区西新宿

７丁目５番20号
367,100 － 367,100 2.89

計 － 367,100 － 367,100 2.89

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

清陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,014,775 2,799,899

受取手形及び売掛金 ※２,※４ 5,944,248 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 6,535,284

電子記録債権 ※３,※４ 1,326,079 3,037,611

商品 2,531,827 3,147,627

未成工事支出金 51,786 153,222

その他 1,314,716 1,178,719

貸倒引当金 △15,013 △18,168

流動資産合計 15,168,420 16,834,196

固定資産   

有形固定資産 1,311,999 1,340,195

無形固定資産 331,192 394,741

投資その他の資産   

差入保証金 1,399,434 1,399,494

その他 945,726 946,403

貸倒引当金 △71,872 △77,012

投資その他の資産合計 2,273,288 2,268,885

固定資産合計 3,916,481 4,003,822

資産合計 19,084,902 20,838,019

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,424,237 6,259,248

電子記録債務 ※４ 2,011,376 2,100,869

短期借入金 375,700 613,600

１年内償還予定の社債 20,000 －

１年内返済予定の長期借入金 497,787 520,909

未払法人税等 200,853 569,954

賞与引当金 168,013 455,669

株主優待引当金 2,969 －

工事損失引当金 － 380

その他 1,058,039 1,333,202

流動負債合計 10,758,978 11,853,833

固定負債   

長期借入金 1,101,746 901,533

退職給付引当金 201,012 188,268

資産除去債務 70,366 70,999

その他 173,626 170,585

固定負債合計 1,546,752 1,331,386

負債合計 12,305,730 13,185,220
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,335,500 3,335,500

資本剰余金 2,362,793 2,362,793

利益剰余金 1,068,757 1,930,481

自己株式 △60,573 △60,585

株主資本合計 6,706,477 7,568,188

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 72,695 84,610

評価・換算差額等合計 72,695 84,610

純資産合計 6,779,172 7,652,798

負債純資産合計 19,084,902 20,838,019
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

 当第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 23,670,619 24,785,095

売上原価 16,902,017 15,950,579

売上総利益 6,768,601 8,834,516

販売費及び一般管理費 6,746,512 7,357,393

営業利益 22,089 1,477,122

営業外収益   

受取利息 792 778

受取配当金 5,896 7,426

不動産賃貸料 13,735 12,778

その他 9,314 6,684

営業外収益合計 29,739 27,667

営業外費用   

支払利息 11,794 10,555

手形売却損 9,208 8,274

電子記録債権売却損 22,709 18,857

不動産賃貸費用 16,210 15,933

その他 9,001 2,282

営業外費用合計 68,924 55,903

経常利益又は経常損失（△） △17,096 1,448,886

特別利益   

投資有価証券売却益 10,586 －

助成金収入 31,832 －

特別利益合計 42,418 －

特別損失   

減損損失 1,990 －

特別損失合計 1,990 －

税引前四半期純利益 23,332 1,448,886

法人税、住民税及び事業税 58,962 620,423

法人税等調整額 1,450 △107,030

法人税等合計 60,412 513,392

四半期純利益又は四半期純損失（△） △37,080 935,494
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、請負工事契約に関して、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期会計期間の期首より、

一定の期間にわたり充足される履行義務は、少額もしくは期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進

捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、少額もしくは期間がごく短い工事につい

ては、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識することとしておりま

す。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りは、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）によ

り算出しております。

　また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来は顧客から受け取る対

価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額

で収益を認識することとしております。

　さらに、従来は営業外費用に計上していた売上割引について、売上高から減額することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、第１四半期会計期間の期首の利益剰余金に与える影響はありません。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は970,736千円減少し、売上原価は999,890千円減少、営業利益は

29,153千円増加、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ34,624千円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取

手形及び売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することといた

しました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表

示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12

号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した内容から重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

リリカラ株式会社(E02743)

四半期報告書

11/18



（四半期貸借対照表関係）

　１　保証債務

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2022年９月30日）

 

従業員５名の銀行からの借入債務に

対して債務保証を行っており、保証

債務残高は967千円であります。

従業員２名の銀行からの借入債務に

対して債務保証を行っており、保証

債務残高は347千円であります。

 

※２　受取手形割引高

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2022年９月30日）

 226,525千円 －千円

 

※３　電子記録債権割引高

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2022年９月30日）

 283,980千円 －千円

 

※４　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日に入出金の処理を行う方法によってお

りますが、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形等が前事業年度

末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2022年９月30日）

受取手形 86,947千円 －千円

電子記録債権 11,200千円 －千円

電子記録債務 8,228千円 －千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る減価償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

減価償却費 109,445千円 142,945千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日

定時株主総会
普通株式 73,769 6.00 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期損益計算書
計上額（注）

 インテリア事業
スペースソリュー

ション事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 19,376,278 4,294,341 23,670,619 － 23,670,619

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 19,376,278 4,294,341 23,670,619 － 23,670,619

セグメント利益（△損失） 36,102 △14,013 22,089 － 22,089

（注）　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　重要性が乏しい為、記載を省略しております。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期損益計算書
計上額（注）

 インテリア事業
スペースソリュー

ション事業
計

売上高      

一時点で移転される財 20,395,544 4,138,436 24,533,980 － 24,533,980

一定の期間にわたり移転さ

れる財
－ 251,114 251,114 － 251,114

顧客との契約から生じる収

益
20,395,544 4,389,550 24,785,095 － 24,785,095

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 20,395,544 4,389,550 24,785,095 － 24,785,095

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 20,395,544 4,389,550 24,785,095 － 24,785,095

セグメント利益（△損失） 1,480,341 △3,219 1,477,122 － 1,477,122

（注）　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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３　報告セグメントの変更等に関する事項

　「注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、第１四半期会計期間の期首より収益認識会計基準等

を適用し、収益認識に関する会計処理の方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法

を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の「インテリア事業」の売上高は

1,031,238千円、セグメント利益は5,470千円それぞれ減少し、「スペースソリューション事業」の売上高

は60,501千円、セグメント利益は34,624千円それぞれ増加しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益（△損失）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益（△損失） △3円02銭 76円09銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（△損失）（千円） △37,080 935,494

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△損失）

（千円）
△37,080 935,494

普通株式の期中平均株式数（株） 12,294,987 12,294,955

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

リリカラ株式会社(E02743)

四半期報告書

16/18



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2022年11月9日

リリカラ株式会社

取締役会　御中
 

清陽監査法人

　東京都港区
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 尾関高徳

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木智喜

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリリカラ株式会社

の2022年1月1日から2022年12月31日までの第82期事業年度の第3四半期会計期間（2022年7月1日から2022年9月30日まで）

及び第3四半期累計期間（2022年1月1日から2022年9月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、

四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、リリカラ株式会社の2022年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第3四半期累計期間の経営成績の状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表
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示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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